【記入例】
申請書類チェックリスト
	項目
	チェック欄

	事業名
	○○○ビル▽▽▽設備◇◇◇の導入


（１）様式関係
	No.

	書　　　類
	部数
	備　　　　考
	確認欄

	
	
	正本
	副本
	
	

	①
	助成金交付申請書
	正
	写し
	第1号様式
	

	②
	助成金交付申請内訳書
	正
	※
	第1号様式：別紙

	

	③
	助成事業実施計画書
	正
	※
	第16号様式：別紙1～5
助成金事業工程表を含む。
	

	④
	商業（法人）登記簿謄本
	正
	写し
	・発行後3箇月以内のものを提出。
・個人事業者の場合は、業種等が確認できる書類。開業届（写し）、青色申告承認申請書（写し）など。協業組合、企業組合等の場合は、定款及び組合員名簿を添付すること。
	

	⑤
	建物登記簿謄本

	正
	写し
	本事業による設備を設置する建物分。
・表題部及び権利部の記載があるもの。
・コピーは不可です。
・発行後3箇月以内のものを提出。
	

	⑥
	決算報告書
	正
	写し
	・確定申告書（受領印付）の写し（直近3年分）を添付すること。（電子申告の場合は、メール詳細画面印刷にて添付すること。）
・経営状態、会社情報が確認できるもの。決算書、事業報告書など。
・決算報告書(直近3年分の貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書)
	

	⑦
	納税証明書
	正
	写し
	直近3年
事業税、都税事務所発行のもの。
	

	⑧
	会社・事業所概要書（パンフレット等）
	正
	写し
	・株主総会の事業報告など会社概要が分かるもの。
・会社、事業所の事業内容が分かるもの。（大部のものは、抜粋で可）
	


（２）別添資料
	№
	書　　　類
	部数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備　　　考
	確認欄

	
	
	正本
	副本
	
	

	⑨
	省エネルギー診断報告書
	写し
	※
	ビジネス事業者の省エネルギー診断報告書の写し。
	

	⑩
	参考見積書
	正
	写し
	所定の書式に合わせた見積書を工事等の業者に作成依頼してください。
また、業者の詳細見積書を添付すること。
	

	⑪
	各階平面図
（面積一覧表を含む。）

	写し
	写し
	しゅん工図面がある場合は、表紙、建物概要書（敷地面積・各階別床面積が記載されているもの）の写しを添付すること。
助成事業範囲が分かるものとし、範囲を着色し、色分けすること。
事業所範囲に事務所兼住居がある場合は、建築基準法第6条に基づく確認申請書（第五面を含む、受領印が押印されたもの）を添付すること（用途別床面積が確認できること）。
	

	⑫
	現況写真
	正
	※
	既設機器（設置位置、性能、メーカー名、型式、製造年月等）を確認できるもの。
テナントの場合は、自社分の計量器と、計量器が設置されている場所が分かるもの（検定済みのマークが分かる写真）。
	

	⑬
	既存設備の仕様書
又はしゅん工図面
･しゅん工図面表紙
･機器リスト
･機器据付図
	写し
	写し
	既存設備の性能（例：電気空調機の場合、冷暖房能力と消費電力）等が分かるもの。対策前の内容が分かる（設置年月、機器設置）書類。
対策工事ごとに用意すること。
（図面の意味が分かるよう、適宜、説明を付けてください。）
	

	⑭
	想定機器据付図
	写し
	写し
	どこに設置するかが分かる略図。（図面の意味が分かるよう、適宜、説明を付けてください。）
	

	⑮
	導入機器制御ﾌﾛｰ（想定）図、系統図
	写し
	写し
	制御システムが記載され、省エネルギー対策の機能が判断できるもの。
	

	⑯
	更新機器（想定）カタログ等
	正
	写し
	対策後の機器の性能等が分かるもの。
対象機器はマーカー等で区別すること。
	

	⑰
	賃貸借契約書
	写し
	写し
	助成金申請者が事業所建物の所有者でない場合のみ。
	

	⑱
	区分所有者等の申請に係る同意書
	正
	写し
	該当する場合は、所定の書式に合わせた同意書を関係者から徴取して、添付してください。
（募集要項「2.2.2　申請単位」（Ｐ24）参照）
	

	⑲
	地球温暖化対策計画書
	写し
	※
	平成　　年に都に提出した、地球温暖化対策計画書の写しを提出してください。
	


※印で示した助成金交付申請内訳書、助成事業実施計画書、省エネルギー診断報告書、現況写真及び地球　　　　　
　　　　温暖化対策計画書の副本用1部については、電子媒体（CD-R）で提出してください。

本チェックリストは、正本１部と副本１部にそれぞれ添付してください。この場合は、正本のチェックリストの記入例です。
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